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「保健医療科学」
第65巻　第 2号　予告
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編　集　後　記
　
　2015年には「ベビーブーム世代」が前期高齢者（65～74歳）に到達し，その10年後の2025年には後期高齢者人口は国
民の 4人に 1人の割合（約2,200万人）に達すると推計されている．このため，介護・医療・福祉等の需要，社会保障
費等のさらなる増大を見据え，2025年を目途に，住まい・介護・予防・生活支援が一体的に提供される地域包括ケアシ
ステムの構築がすすめられている．
　本号では，第74回日本公衆衛生学会学術集会総会（於:長崎県）で開催した「『2025年問題』に対する公衆衛生の役割
―国立保健医療科学院企画シンポジウム―」における，医療，福祉，保健，住環境分野からの知見と，聴講者との総合
討論の内容について掲載した．
　一方，厚生労働省は2015年 6月に，「2025年問題」のさらにその10年先の2035年を見据えた保健医療政策のビジョン
として「保健医療2035提言書」を示した．この提言書では，保健医療の改革には，共有されたビジョンに基づく中長期
な継続した努力が重要であるとし，保健医療システムの持続可能性の確保，保健医療分野における国際的な貢献，地域
づくりなどの分野における戦略的な取組に関する提言等が示されている．この中で新興感染症などを含めた健康危機管
理体制の確立や，世界最高水準の医療モデルをグローバルに展開する戦略の重要性についても検討されており，多角的
な専門分野による横断的研究が可能な科学院の強みを活かし，地域保健の発展へつながる研究成果を発信していきたい．
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